
医
療
を
受
け
る
権
利
の
保
障
を

　

自
営
業
者
の
所
得
は
不
安
定
で
、
収
入

が
減
少
し
た
年
に
は
、
前
年
の
所
得
に
基

づ
い
て
算
出
さ
れ
る
国
民
健
康
保
険
税

（
料
）
の
支
払
い
が
困
難
に
な
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。
支
払
い
が
滞
れ
ば
、
正
規
の

保
険
証
を
取
り
上
げ
ら
れ
、
短
期
保
険
証

（
有
効
期
間
６
カ
月
）や
資
格
証
明
書（
窓

口
で
医
療
費
を
10
割
負
担
）
を
発
行
さ
れ
、

財
産
の
差
し
押
さ
え
の
可
能
性
も
あ
り
ま

す
。
国
保
は
『
社
会
保
障
』
の
根
幹
を
な

す
公
的
医
療
保
険
で
あ
り
、
民
間
保
険
と

は
異
な
り
ま
す
。

国
保
は
減
免
が
で
き
る

　
１
９
９
０
年
代
、
バ
ブ
ル
崩
壊
や
消
費

税
導
入
で
、
自
営
業
者
を
取
り
巻
く
環
境

は
厳
し
く
な
り
ま
し
た
。
97
年
、
相
模
原

民
商
婦
人
部
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
で
、

国
保
税
が
家
計
を
圧
迫
し
、
営
業
や
生
活

に
不
安
を
抱
え
る
実
態
が
明
ら
か
に
な
り

ま
し
た
。
国
保
税
の
減
免
は
個
別
に
申
請

し
て
い
ま
し
た
が
、
市
側
の
厳
し
い
対
応
で
、

減
免
を
受
け
ら
れ
な
い
状
況
が
続
い
て
い
ま

し
た
。
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
受
け
、
国
保
減

免
申
請
書
作
成
学
習
会
を
経
た
98
年
６
月
、

相
模
原
市
の
国
保
課
を
招
い
て
対
市
交
渉

が
行
わ
れ
、
業
者
婦
人
30
人
が
実
態
を
訴

え
、
相
模
原
で
初
め
て
「
集
団
減
免
申
請
」

を
受
理
さ
せ
、
こ
の
年
度
は
13
世
帯
が
減

免
を
受
け
ま
し
た
。
23
年
度
は
76
％
減
免

も
（
別
表
）。
毎
年
、「
払
え
な
け
れ
ば
減
免

を
」
と
呼
び
か
け
、
国
保
課
を
民
商
事
務

所
に
招
い
て
交
渉
し
、
集
団
減
免
申
請
活

動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

減
免
は
申
請
主
義
で
、
申
請
し
な
け
れ

ば
減
免
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

苦
し
い
状
況
の
際
に
は
、
要
件
に
該
当
し

な
く
て
も
申
請
書
を
提
出
し
、
払
い
た
く

て
も
払
え
な
い
実
態
を
訴
え
る
こ
と
が
重

要
で
す
。

高
す
ぎ
る
国
保

　
市
町
村
国
保
の
被
保
険
者
は
、
主
に
年

金
受
給
者
、
非
正
規
労
働
者
、
自
営
業
者

が
中
心
で
あ
り
、
国
民
皆
保
険
制
度
の
最

後
の
砦
と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
加
入
者
の
４
割
以
上
が
65
歳
以
上
で
医

療
費
水
準
も
高
く
、
さ
ら
に
は
所
得
の
低

い
層
が
多
い
と
い
う
構
造
的
な
問
題
を
抱
え

て
い
ま
す
。
加
え
て
均
等
割
や
平
等
割
が
課

せ
ら
れ
、
扶
養
親
族
が
増
え
る
ほ
ど
保
険

税
（
料
）
が
高
額
に
な
り
、
負
担
に
苦
し
ん

で
い
ま
す
。
収
入
や
家
族
構
成
が
同
じ
で
も
、

加
入
す
る
医
療
保
険
が
異
な
る
だ
け
で
負

担
額
が
２
倍
に
な
る
こ
と
も
あ
り
、
不
公
平

な
医
療
保
険
制
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

根
本
的
な
問
題
は
国
庫
負
担
の
少
な
さ

　
国
保
を
は
じ
め
、
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
、
介
護
保
険
、
国
民
年
金
な
ど
の
負
担

は
年
々
重
く
な
っ
て
い
ま
す
。
社
会
保
険

料
の
負
担
が
原
因
で
貧
困
に
陥
る
こ
と
は
、

社
会
保
障
シ
ス
テ
ム
と
し
て
本
末
転
倒
で

す
。「
国
庫
負
担
の
少
な
さ
が
問
題
」
で
は

あ
り
ま
す
が
、
自
治
体
が
責
務
を
放
棄
し
、

そ
の
負
担
を
被
保
険
者
に
し
わ
寄
せ
す
る

の
は
容
認
で
き
ま
せ
ん
。「
ス
テ
ル
ス
増
税
」

と
い
う
言
葉
が
広
ま
っ
て
い
る
よ
う
に
、
社

会
保
険
「
料
」
と
い
う
名
の
下
に
隠
さ
れ

た
増
税
が
、
進
ん
で
い
ま
す
。
年
金
事
務

所
に
よ
る
事
業
所
へ
の
過
酷
な
取
り
立
て

も
社
会
問
題
化
し
て
お
り
、
社
会
保
険
全

体
に
対
す
る
国
庫
負
担
の
あ
り
方
、
税
金

の
徴
収
方
法
や
使
途
に
つ
い
て
、
根
本
か

ら
見
直
す
運
動
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

相
模
原
民
主
商
工
会
事
務
局　

川
邉　

朗
さ
ん

相模原市減免制度の特徴
　相模原市の国保減免制度は、見込所得が基
準生活費の140％以下であり、かつ、事業不振
や失業などにより所得が30％以上（前年度所
得200万円以下の場合は20％以上）減少すると
見込まれる場合に適用されます。また、年度
末の申請であっても期首までさかのぼって適
用され、納付済みの部分も減免となります。
　2023年度は会内での減免申請件数が１件で
した。20年～22年度は新型コロナの減免制度
が活用されたため掲載していません。

1998年度減免結果

減免前 減免額 減免後
納付額

減免
割合

A 172,200 82,400 89,800 48%
B 163,600 77,800 85,800 48%
C 214,300 111,400 102,900 52%
D 135,400 61,400 74,000 45%
E 142,700 74,000 68,700 52%
F 279,100 135,600 143,500 49%
G 398,800 207,200 191,600 52%
H 275,800 107,400 168,400 39%
I 500,000 284,500 215,500 57%
F 261,300 134,900 126,400 52%
G 200,000 65,700 134,300 33%
H 259,000 52,000 207,000 20%
I 130,000 39,200 90,800 30%
合計 3,132,200 1,433,500 1,698,700

2023年度減免結果

減免前 減免額 減免後
納付額

減免
割合

A 247,300 188,100 59,200 76%
合計 247,300 188,100 59,200
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